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平 成 ３ ０ 年 ９ 月

小 平 市
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 ≪基 本 理 念≫ 

住み慣れた小平で、いきいきと 

笑顔で暮らせる地域社会をめざして 

  平成３０年９月２７日 

小平市介護保険運営協議会 

    資 料 ２－２ 



　第１　施策の推進　
施策の柱 担当課 ページ 施策の柱 担当課 ページ

① 高齢クラブへの助成 高齢者支援課 ① 介護予防見守りボランティア事業【重点事業】（再掲） 高齢者支援課

② 高齢者福祉大会（社会福祉協議会共催） 高齢者支援課 ② 見守りサポーター養成研修事業　※Ｈ27年度終了 高齢者支援課

③ 福祉会館（老人福祉センター）運営 高齢者支援課 ③ 高齢者見守り事業 高齢者支援課

④ 高齢者館（ほのぼの館・さわやか館）運営 高齢者支援課 ④ 高齢者訪問給食サービス事業（再掲） 高齢者支援課

⑤ シニア講座（シルバー大学） 中央公民館 ⑤ 高齢者緊急通報システム事業（再掲） 高齢者支援課

⑥ 療育音楽教室 高齢者支援課 ⑥ おはようふれあい訪問 生活支援課

⑦ シルバー人材センター運営補助 高齢者支援課 ⑦ 見守りネットワークの整備【重点事業】 高齢者支援課

⑧ ほのぼのひろば 生活支援課 ⑧ 地域住民の運営による交流の場との連携 高齢者支援課

⑨ 高齢者交流室運営事業 高齢者支援課 ① 高齢者虐待の早期発見・防止 高齢者支援課

⑩ 図書館宅配貸出サービス 中央図書館 ② 高齢者緊急一時保護事業 高齢者支援課

① 高齢者インフルエンザ予防接種 健康推進課 (6) (広く市民を対象とする事業のみのため進捗評価は行わない)

② 肺炎球菌ワクチン予防接種 健康推進課 1

③ 市民体力測定 文化スポーツ課 ① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 高齢者支援課

④ ＦＣ東京による高齢者の体操教室 文化スポーツ課 ② 夜間対応型訪問介護 高齢者支援課

1 ③ 認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） 高齢者支援課

① 二次予防事業の対象者把握事業　※Ｈ28年度再編 高齢者支援課 ④ 小規模多機能型居宅介護 高齢者支援課

② 通所型介護予防事業　※Ｈ28年度再編 高齢者支援課 ⑤ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 高齢者支援課

③ 訪問型介護予防事業　※Ｈ28年度再編 高齢者支援課 ⑥ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 高齢者支援課

④ 介護予防普及啓発事業 高齢者支援課 ⑦ 地域密着型通所介護 高齢者支援課

⑤ 認知症予防事業 高齢者支援課 2

⑥ 介護予防見守りボランティア事業【重点事業】 高齢者支援課 ① 特別養護老人ホーム 高齢者支援課

2 ② 介護付有料老人ホーム等 高齢者支援課

① 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 高齢者支援課 ③ 軽費老人ホーム 高齢者支援課

② 介護予防把握事業 高齢者支援課 ④ 短期入所生活介護（ショートステイ） 高齢者支援課

③ 地域介護予防活動支援事業 高齢者支援課 ① 介護予防見守りボランティア事業【重点事業】（再掲） 高齢者支援課

④ 地域リハビリテーション活動支援事業 高齢者支援課 ② 見守りサポーター養成研修事業　※Ｈ27年度終了（再掲） 高齢者支援課

⑤ 訪問型サービス（第１号訪問事業） 高齢者支援課 ③ 認知症サポーター養成講座【重点事業】 高齢者支援課

⑥ 通所型サービス（第１号通所事業） 高齢者支援課 ④ ケアプラン指導研修 高齢者支援課

⑦ その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 高齢者支援課 1 サービスの質の向上

3 ① 介護サービス事業所連絡会の開催 高齢者支援課

① 介護予防機能強化推進事業　※Ｈ27年度終了 高齢者支援課 ② 介護相談員派遣等事業 高齢者支援課

② 生活支援・介護予防サービスの基盤整備事業 高齢者支援課 ③ 居宅介護支援事業者等助成事業 高齢者支援課

① 地域包括支援センターへの相談 高齢者支援課 2 給付の適正化

② もの忘れ相談医の周知 高齢者支援課 ① 給付費通知 高齢者支援課

③ 認知症相談会 高齢者支援課 ② 住宅改修訪問調査 高齢者支援課

① 高齢者のしおり 高齢者支援課 ③ 介護サービス事業所に対する指導・監督の実施 高齢者支援課

② 介護保険制度パンフレット 高齢者支援課 ④ 要介護認定調査票の点検 高齢者支援課

③ 介護保険サービス事業所ガイドブック 高齢者支援課 ⑤ 医療情報との突合 高齢者支援課

④ 地域包括支援センターパンフレット 高齢者支援課 ① 家族介護支援事業 高齢者支援課

1 ② 認知症高齢者や家族の交流の場 高齢者支援課

① 高齢者訪問給食サービス事業 高齢者支援課 ① 介護・医療連携推進事業【重点事業】 高齢者支援課

② 高齢者生活支援ヘルパー事業 高齢者支援課 ② 地域の医療・介護サービスの資源把握 高齢者支援課

③ 訪問理・美容サービス事業 高齢者支援課 ③ 在宅医療やかかりつけ医に関する地域住民への普及啓発 高齢者支援課

④ ねたきり高齢者おむつ支給等事業 高齢者支援課 ④ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護（再掲） 高齢者支援課

⑤ 共通入浴券交付事業 高齢者支援課 ⑤ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）（再掲） 高齢者支援課

⑥ 高齢者緊急通報システム事業 高齢者支援課 ① 認知症早期発見・早期診断推進事業【重点事業】 高齢者支援課

⑦ 高齢者火災安全システム事業 高齢者支援課 ② もの忘れ相談医の周知（再掲） 高齢者支援課

⑧ 高齢者自立支援日常生活用具給付事業 高齢者支援課 ③ 認知症相談会（再掲） 高齢者支援課

⑨ 高齢者自立支援住宅改修給付事業 高齢者支援課 ① 高齢者住宅（シルバーピア）の運営 高齢者支援課

2 ② サービス付き高齢者向け住宅などの周知 高齢者支援課

① 訪問型サービス（第１号訪問事業）（再掲） 高齢者支援課 ① 特別養護老人ホーム（再掲） 高齢者支援課

② その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業）（再掲） 高齢者支援課 ② 介護付有料老人ホーム等（再掲） 高齢者支援課

3 ③ 軽費老人ホーム（再掲） 高齢者支援課

① 生活支援・介護予防サービスの基盤整備事業（再掲） 高齢者支援課 ④ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）（再掲） 高齢者支援課
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1 介護予防や健康づくりの推進

　（1） 生きがいづくり

① 高齢クラブへの助成
高齢者が健康で豊かな生活を送るために、地域ごとに自
主的に組織されている高齢クラブに対する助成を行いま
す。

高齢者支援課

②
高齢者福祉大会（社
会福祉協議会共催）

毎年９月に、市内の高齢者を招いて長寿をお祝いする式
典を開催します。式典では、９０歳を迎えた方、敬老記念
品を受けた方の表彰も行います。式典の後には、演芸等
を楽しんでいただきます。

高齢者支援課

③
福祉会館（老人福祉
センター）運営

高齢者が健康づくりや、趣味や教養、レクリエーションを
行う施設で、入浴設備も備えています。高齢者が気軽に
利用し、交流できる施設運営に努めます。

高齢者支援課

④
高齢者館（ほのぼの
館・さわやか館）運営

施設内には、和室、多目的ホール、介助浴室（さわやか
館）、ロビーには、パソコンや電位治療器、血圧測定器を
設置しています。高齢者が気軽に利用し、交流できる施
設運営に努めます。

高齢者支援課

⑤
シニア講座（シルバー
大学）

高齢者一人ひとりが、より豊かで充実した生活を営む上で
必要な仲間づくり、生涯学習機会の提供などを目的とし
て、公民館においてシニア講座（中央公民館はシルバー
大学）を開設します。

中央公民館

⑥ 療育音楽教室
高齢者が歌や音楽の演奏を通じて、生きがいづくりと健康
維持、介護予防を目的に療育音楽教室を開催します。

高齢者支援課

⑦
シルバー人材セン
ター運営補助

就業を通じた高齢者の生きがいの充実と、社会参加を促
進するため、小平市シルバー人材センターへの助成を行
います。

高齢者支援課

⑧ ほのぼのひろば

介護を必要としないおおむね６０歳以上の一人暮らしの方
を対象に、孤独感の解消や介護予防を目的として、地域
のボランティアや民生委員・児童委員の協力を得て、地域
センター等で、趣味活動、創作活動、レクリエーション、軽
い体操等を行います。

生活支援課
（社会福祉協議会実施）

⑨
高齢者交流室運営事
業

小平第二小学校内を利用し、囲碁・将棋・手芸等の趣味
や創作活動、レクリエーション、季節の行事等を行い、小
学生との世代間交流等を通して、高齢者の生きがいの充
実と介護予防を図ります。

高齢者支援課

引き続き学校、地域との連携強化
を図ります。

延べ利用者数：3,959人
実施回数：各グループともに月１～２回
会場：地域センター　11会場12グループ
　　　　公民館　2会場2グループ
　　　　特別養護老人ホーム　1会場1グループ

引き続き事業を実施します。

地域支援事業の再編により、地域介護予防活動支援
事業として実施しました。
延べ利用者数：3,208人
体操の導入等介護予防の視点に立った取組を行いま
した。
専任の職員を配置し、学校、地域との連携強化を図り、
児童の利用促進につなげました。

事業名 事業内容 平成30年度予定

高齢クラブ連合会会報に各クラブ
の活動内容を記載及び市報に記
事を掲載し、加入促進に努めま
す。

引き続き事業を実施します。

介護予防普及啓発事業への移行により事業名を高齢
者健康音楽教室に変更しました。
開催回数：48回
参加者数：822人

担当課

会員数：1,128人
契約件数：8,159件

シルバー人材センターの事業内
容等の周知に努め、契約件数と
会員数の増加を図ります。

引き続き施設運営に努めます。

引き続き施設運営に努めます。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

進捗状況（平成29年度実績）

高齢クラブ数：30クラブ
会員数：1,760人
高齢クラブ連合会開催イベント参加延べ人数：1,960人

参加者数：1,000人
9月13日（水）に小平市民文化会館（ルネこだいら）大
ホールで実施しました。

延べ利用者数：163,608 人

ほのぼの館延べ利用者数：25,750人
さわやか館延べ利用者数：29,338人

受講者数：220人
中央公民館及び地区館において講座を実施しました。
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⑩
図書館宅配貸出サー
ビス

要介護状態等により図書館に来館することが困難な、６５
歳以上の一人暮らしの高齢者に図書を配達することによ
り、情報入手の機会と、高齢者の生きがいの充実を図りま
す。

中央図書館

　（2） 健康づくりや運動の推進

①
高齢者インフルエンザ
予防接種

予防接種法に基づき、高齢者のインフルエンザへの感染
と重症化予防のために、６５歳以上（身体障害者手帳１級
程度の方は６０歳以上）の方を対象に、一部公費負担によ
るインフルエンザ予防接種を実施します。

健康推進課

②
肺炎球菌ワクチン予防
接種

肺炎などの感染症を予防するため、６５歳の方（平成３０年
度までは、６５歳以上の一定年齢の方）への肺炎球菌ワク
チン定期予防接種費用の一部を、また、平成２７年度は、
定期予防接種の対象とならない方への任意予防接種費
用の一部を助成します。

健康推進課

③ 市民体力測定

６５歳から７９歳の市民を対象に、心身の健康を保持増進
していくために、スポーツ推進委員の指導のもと、健康や
体力についての理解や加齢に伴う現状を知る機会の提
供を行っています。

文化スポーツ課

④
ＦＣ東京による高齢者
の体操教室

サッカー選手が行っている体操を、高齢者向けにアレン
ジして紹介する教室です。ＦＣ東京スタッフが講師を務
め、高齢者に適した運動を取り入れることによる健康づくり
を推進します。

文化スポーツ課

　（3） 介護予防の推進

　　１　介護予防・日常生活支援総合事業開始により再編した事業

①
二次予防事業の対象
者把握事業

６５歳以上の要介護等認定を受けていない方を対象に、
基本チェックリストによる生活機能の評価を行います。生
活機能の低下により介護予防が必要とされる二次予防事
業の対象者を把握します。

高齢者支援課

② 通所型介護予防事業
二次予防事業の対象者に、寝たきりや要介護状態になる
ことや症状が悪化することを防ぐために、介護予防教室を
開催します。

高齢者支援課

③ 訪問型介護予防事業
心身の状況により通所型介護予防事業への参加が困難
な二次予防事業の対象者に、保健師等がその居宅等を
訪問し、必要な相談・指導を実施します。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

平成28年度から、介護予防・日常生活支援総合事業
の介護予防把握事業に再編しました。

介護予防・日常生活支援総合事
業の介護予防把握事業として、
実施します。

平成28年度から、介護予防・日常生活支援総合事業
の通所型サービス（第１号通所事業）に再編しました。

介護予防・日常生活支援総合事
業の通所型サービス（第１号通所
事業）として、実施します。

延べ接種者数：16,196人 引き続き事業を実施します。

助成実績：3,291人 定期予防接種費用のみ助成対
象として事業を実施します。

参加者数：67人
6月25日（日）に市民総合体育館で実施しました。

引き続き事業を実施します。

開催回数：2回
延べ参加者数：31人
11月13日（月）、11月20日（月）に市民総合体育館で実
施しました。

FC東京による体操教室は実施し
ませんが、体幹バランス講座や太
極舞教室など、高齢者向けの教
室を開催します。

平成28年度から、介護予防・日常生活支援総合事業
の訪問型サービス（第1号訪問事業）に再編しました。

介護予防・日常生活支援総合事
業の訪問型サービス（第1号訪問
事業）として、実施します。

登録者数：2名
貸出回数：18回
貸出冊数：155冊

引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定
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④
介護予防普及啓発事
業

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、パ
ンフレットの作成・配布のほか、介護予防講座を開催しま
す。

高齢者支援課

⑤ 認知症予防事業

認知症予防についてさまざまな内容を取り入れ、利用者
が認知症予防を実践できることをめざします。特に、認知
症予防教室では、ウォーキングプログラムを取り入れ、有
酸素運動を習慣化する活動を通した認知症予防を行って
います。

高齢者支援課

⑥
介護予防見守りボラン
ティア事業【重点事
業】

見守りボランティア登録をされた高齢者が、地域包括支援
センターと連携しながら、地域のさりげない見守り活動を
行い、この活動を通して、地域の見守り体制を強化すると
ともに、ボランティアとして活動する高齢者の介護予防を
推進します。
【平成29年度末目標  介護予防見守りボランティアの
登録者数　220人】

高齢者支援課

　　２　介護予防・日常生活支援総合事業

①
介護予防ケアマネジメ
ント（第１号介護予防
支援事業）

介護予防支援と同様に、地域包括支援センターが要支援
者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれてい
る環境等に応じて、本人が自立した生活を送ることができ
るようケアプランを作成します。

高齢者支援課

② 介護予防把握事業

地域包括支援センターの総合相談支援業務をはじめ、介
護保険申請や、健康課（現健康推進課）の訪問活動、特
定健康診査等、医療機関、民生委員等から収集した情報
等を活用して、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を
把握し、介護予防に資する活動へつなげていく事業を行
います。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

平成28年度から二次予防事業の対象者把握事業を
再編し、実施しています。
地域包括支援センターによる、ひとり暮らし高齢者等へ
の訪問、相談を実施しました。見守り対象者　238人
高齢者実態把握調査を実施しました。
配布数：13,463件　有効回収数：9,607件

引き続き事業を実施します。

参加促進のため、開催日程の見
直しを行います。

交流会において、見守り活動のレ
ベルアップのための研修を実施
します。

実施内容を検討しながら、引き続
き事業を実施します。

地域包括支援センターにおいて要支援認定者等のケ
アプランを作成し、東京都国民健康保険団体連合会の
請求に基づき支払いを行いました。
介護予防ケアマネジメント請求件数10,501件（国民健
康保険団体連合会請求実績）

引き続き事業を実施します。

【介護予防講演会】
　開催回数：1回  参加者数：73人
【介護予防教室】
　開催コース：6コース  参加者数：94人
【介護予防講座】
　開催回数：440回  延べ参加者数：16,036人
【広報紙全戸配布】
  6月、10月、2月

地域支援事業の再編成により、介護予防普及啓発事
業として各種講座等の事業を実施しました。
【認知症予防教室】
　開催コース：2コース　延べ参加者数：296人
【認知症予防講座】
　開催コース：4コース　延べ参加者数：569人
【認知症予防講演会】
　開催回数：2回　　参加者数：79人
【ウォーキングイベント】
　開催回数：3回　　延べ参加者数：119人

介護予防・日常生活支援総合事業の地域介護予防活
動支援事業として実施しました。ボランティアからの通
報は32件あり、地域包括支援センターが対応しました。
登録事前研修：7月、2月
ボランティアの交流会：39回開催
延べ参加者数：819人（合同交流会含む）
【平成29年度末目標  介護予防見守りボランティアの
登録者数　332人】

事業名 事業内容 担当課 平成30年度予定
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③
地域介護予防活動支
援事業

介護予防に資する介護支援ボランティア活動を行った場
合に、当該活動実績を評価した上で、ポイントを付与する
活動等を通じて、自主的な取組につなげる等の工夫や、
参加者同士の交流を図り、地域住民の積極的な参加を促
すための事業を行います。

高齢者支援課

④
地域リハビリテーション
活動支援事業

リハビリテーション専門職等による「心身機能」、「活動」、
「参加」のアプローチを活用することで、通所、訪問、地域
ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等
の地域における介護予防の取組の機能強化を促進しま
す。

高齢者支援課

⑤
訪問型サービス（第１
号訪問事業）

【介護予防訪問介護】従来の介護予防訪問介護に相当す
るもの（訪問介護員等によるサービス）
【訪問型サービスＡ】従来の介護予防訪問介護に相当す
る基準を緩和した基準によるサービス
【訪問型サービスＢ】ボランティア等により提供される住民
主体による支援
【訪問型サービスＣ】保健・医療の専門職により提供される
支援で、３～６か月の短期間で行われるもの
【訪問型サービスＤ】介護予防・生活支援サービスと一体
的に行われる移動支援や移送前後の生活支援

高齢者支援課

⑥
通所型サービス（第１
号通所事業）

【介護予防通所介護】従来の介護予防通所介護に相当す
るもの
【通所型サービスＡ】従来の介護予防通所介護に相当す
る基準を緩和した基準によるサービス
【通所型サービスＢ】ボランティア等により提供される住民
主体による支援
【通所型サービスＣ】保健・医療の専門職により提供される
支援で、３～６か月の短期間で行われるもの

高齢者支援課

⑦
その他の生活支援
サービス（第１号生活
支援事業）

対象者の地域における自立した日常生活の支援のため
の事業であって、訪問型サービスや通所型サービスと一
体的に行われる場合に効果があると認められたサービス
として、栄養改善を目的とした配食や、市民ボランティア
等が行う見守りによる定期的な安否確認及び緊急時の対
応などの事業を行います。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

介護予防講座の運営等の担い手を養成する、介護予
防リーダー養成講座（受講者24人）、認知症カフェの運
営等の担い手を養成する、認知症支援リーダー養成講
座（受講者72人）を実施しました。
高齢者交流室運営：延べ利用者数3,208人

引き続き事業を実施します。

地域包括支援センターの依頼により、家庭や通所介護
事業所にリハビリ専門職を派遣し必要な支援を実施し
ました。
派遣件数　10件

事業の充実を図るため、専門職
の関与のあり方を検討します。

引き続き事業を実施します。

既存の事業の見直しの要否を含め、検討を行いまし
た。

既存の事業の見直しの要否を含
め、引き続き検討を行います。

平成28年度から訪問型介護予防事業を再編し、実施
しています。
指定事業所による介護予防訪問介護相当のサービス
提供（延べ7,112件）、小平市独自基準のサービス提供
（延べ408件）、委託事業所による短期集中のサービス
提供（利用実人数2人）を行いました。

引き続き事業を実施します。
訪問型サービスＤについては、引
き続き検討を行います。

平成28年度から通所型介護予防事業を再編し、実施
しています。
指定事業所による介護予防通所介護相当のサービス
提供（延べ9,194件）、小平市独自基準のサービス提供
（延べ825件）、委託事業所による短期集中のサービス
提供（利用実人数49人）、住民主体のサービス提供（５
団体、延べ259人）を行いました。
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　　３　新たに実施する事業

①
介護予防機能強化推
進事業

地域包括支援センター等に、多様な地域資源の活用や、
高齢者の社会参加を通じた効果的な介護予防事業等を
企画・推進するために、介護予防について幅広い知識と
経験を持った専門職である介護予防機能強化支援員を
配置し、介護予防の強化を図ります。

高齢者支援課

②
生活支援・介護予防
サービスの基盤整備
事業

日常生活圏域ごとに、生活支援サービスのコーディネート
機能を有する者の配置や協議体の設置を行い、多様な
地域資源を活用しながら、サービス・支援の創出や、担い
手の養成や、活動する場の確保、関係者間の情報共有
や、連携の体制づくり、支援のニーズと取組のマッチング
などを通じて、生活支援・介護予防にかかるサービスの基
盤整備を行います。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

平成27年度で事業を終了しました。
なお、平成28年度から地域支援事業の包括的支援
事業の地域包括支援センター運営事業に再編して
います。

地域支援事業の包括的支援事
業の地域包括支援センター運営
事業として実施します。

基幹型地域包括支援センターに第1層生活支援コー
ディネーター１人及び地域包括支援センターに第2層
生活支援コーディネーター9人を配置し、市全域の地
域の支援に関するあり方の検討や地域資源の把握な
どを行う、生活支援体制整備協議会の設置及び運営を
行いました。また、小平独自基準型サービスの担い手
を養成する、生活サポーター養成講座（受講者58人）を
実施しました。
第1層生活支援体制整備協議会開催4回
総合事業研究会・第2層生活支援コーディネーター連
絡会開催24回

引き続き事業を実施します。
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2 生活支援サービスの充実

　（1） 相談体制の推進

①
地域包括支援セン
ターへの相談

本人、家族、地域住民からの相談を受け、相談内容に即
したサービスや情報の提供、関係機関への紹介等を行い
ます。
また、地域の高齢者がどのような支援が必要かを把握す
るために、民生委員・児童委員や医療機関、介護保険事
業者、自治会やＮＰＯ、ボランティアなど地域における関
係者や関係機関とのネットワークを構築します。

高齢者支援課

②
もの忘れ相談医の周
知

認知症の早期発見、早期予防を図るために、「もの忘れ
相談医一覧」を小平市医師会の協力により作成し、高齢
者のしおり等で周知を図っています。

高齢者支援課

③ 認知症相談会
認知症の早期発見・早期対応、認知症の高齢者とその家
族を支援するため、認知症の診療に携わる医師による認
知症相談会を実施します。

高齢者支援課

　（2） 広報活動の推進

① 高齢者のしおり

主に小平市が実施する介護予防・日常生活の支援、生き
がいづくりや社会活動、健康に関するサービスを紹介する
高齢者を対象とした冊子を発行します。２年に１回、６５歳
以上の高齢者のいる全世帯に対し個別に発送します。

高齢者支援課

②
介護保険制度パンフ
レット

介護保険制度をわかりやすく解説したパンフレット「介護
保険べんり帳」を毎年発行し、市役所、健康福祉事務セン
ター、東部市民センター、西部市民センター、各地域包
括支援センター等で配布します。

高齢者支援課

③
介護保険サービス事
業所ガイドブック

介護サービス提供事業所の情報を掲載した事業所ガイド
ブックを発行して、要介護認定申請時等に配布し、事業
所の選択等に役立てていただきます。

高齢者支援課

④
地域包括支援セン
ターパンフレット

高齢者の身近な相談窓口である地域包括支援センター
の周知を図るために、パンフレットを毎年発行し、市内の
全世帯に配布します。

高齢者支援課

関係機関との顔の見える関係づく
りを引き続き推進し、地域の高齢
者を支える機関の中核としての役
割を担っていきます。

高齢者のしおり・認知症ガイドブック掲載医療機関数：
37

10月に、地域包括支援センター及び介護予防事業に
関するパンフレットを作成し、市内全世帯に配布しまし
た。

引き続き、地域包括支援センター
の周知に努めます。

発行部数：6,000部
7月に発行し公共施設等での配布を行いました。

7月に34,000部発行し、65歳以上
の世帯主へ郵送するとともに公共
施設等で配布します。

発行部数：15,000部
各関係機関での配布のほかに、65歳に到達した方に
被保険者証と一緒に送付しました。

引き続き発行を行い、情報提供
に努めます。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

相談件数：38,320件
ケアプラン件数：20,001件

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

引き続き情報提供に努めます。

地域型認知症疾患医療センターである国立精神・神経
医療研究センター病院の医師の参加により、地域包括
支援センターにおいて実施しました。
開催回数：5回
相談人数：13人

引き続き事業を実施します。

発行部数：2,400部
11月に発行し関係機関において配布しました。

引き続き発行を行い、サービス事
業者の情報提供に努めます。
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　（3） 日常生活の支援

　　１　独自事業

①
高齢者訪問給食サー
ビス事業

在宅の一人暮らし高齢者等で、低栄養の予防と安否の確
認が必要な方に週４回まで（現に低栄養状態にある方に
は週７回まで）、高齢者向けの昼食または夕食を届けま
す。

高齢者支援課

②
高齢者生活支援ヘル
パー事業

介護保険の対象とならず、小平市が行うサービス利用判
定を受けた６５歳以上の一人暮らし高齢者・高齢者のみの
世帯等で、家事サービス等の自立支援が必要な世帯を対
象にホームヘルパーを派遣します。

高齢者支援課

③
訪問理・美容サービス
事業

心身の障がいや傷病等の理由により理髪店及び美容院
に出向くことが困難な高齢者に対して、居宅で手軽に理
容及び美容サービスを受けられるよう、２か月に１回、希望
する日に理容師または美容師が、高齢者宅を訪問して理
容または美容のサービスを提供します。

高齢者支援課

④
ねたきり高齢者おむつ
支給等事業

寝たきりで常時おむつを使用している６５歳以上の市民税
非課税世帯の高齢者に対し、おむつの支給またはおむ
つ代の助成を行います。

高齢者支援課

⑤ 共通入浴券交付事業
６５歳以上の一人暮らし等で、家に風呂がない、故障中等
の理由で公衆浴場を利用せざるをえない高齢者のうち、
該当する方を対象に入浴券を交付します。

高齢者支援課

⑥
高齢者緊急通報シス
テム事業

６５歳以上の病弱で、常時注意を要する状態の一人暮ら
し高齢者・高齢者のみの世帯を対象に、ボタン１つで関係
機関へ通報され、救助が図られる機器を設置します。東
京消防庁へつながる消防型と民間事業者につながる民
間型があります。

高齢者支援課

⑦
高齢者火災安全シス
テム事業

６５歳以上の病弱で、常時注意を要する状態の一人暮ら
し高齢者・高齢者のみの世帯を対象に、家庭内での火災
の発生を緊急通報システム（消防型）と連動し東京消防庁
に自動通報するシステムを使い、火災に対する生活の安
全を確保します。

高齢者支援課

⑧
高齢者自立支援日常
生活用具給付事業

介護保険の対象とならず、小平市が行うサービス利用判
定を受けた６５歳以上の日常生活の動作が困難な高齢者
を対象に、生活の利便を図るため日常生活用具を給付し
ます。

高齢者支援課

⑨
高齢者自立支援住宅
改修給付事業

介護保険の対象とならず、小平市が行うサービス利用判
定を受けた６５歳以上の日常生活の動作が困難な高齢者
を対象に、住宅改修の費用を一定の限度額まで助成しま
す。

高齢者支援課

進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

【消防型】
対象者数：2人
【民間型】
対象者数：100人

引き続き事業を実施します。

設置世帯数：2世帯 引き続き事業を実施します。

【入浴補助用具】
給付件数：6件
【歩行支援用具】
給付件数：7件

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

【単発型】
派遣回数：158回
利用者数：119人

引き続き事業を実施します。

年間利用者数：5人
延べ提供数：22回

引き続き事業を実施します。

助成者数：213人 引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課

交付対象者数：30人 引き続き事業を実施します。

年間利用者数：3,184人
延べ提供数：40,627食

【住宅改修予防給付】
助成件数：18件
【住宅設備改修給付】
助成件数：20件

引き続き事業を実施します。
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　　２　介護予防・日常生活支援総合事業

①
訪問型サービス（第１
号訪問事業）（再掲）

【介護予防訪問介護】従来の介護予防訪問介護に相当す
るもの（訪問介護員等によるサービス）
【訪問型サービスＡ】従来の介護予防訪問介護に相当す
る基準を緩和した基準によるサービス
【訪問型サービスＢ】ボランティア等により提供される住民
主体による支援
【訪問型サービスＣ】保健・医療の専門職により提供される
支援で、３～６か月の短期間で行われるもの
【訪問型サービスＤ】介護予防・生活支援サービスと一体
的に行われる移動支援や移送前後の生活支援

高齢者支援課

②
その他の生活支援
サービス（第１号生活
支援事業）（再掲）

対象者の地域における自立した日常生活の支援のため
の事業であって、訪問型サービスや通所型サービスと一
体的に行われる場合に効果があると認められたサービス
として、栄養改善を目的とした配食や、市民ボランティア
等が行う見守りによる定期的な安否確認及び緊急時の対
応などの事業を行います。

高齢者支援課

　　３　新たに実施する事業

①
生活支援・介護予防
サービスの基盤整備
事業（再掲）

日常生活圏域ごとに、生活支援サービスのコーディネート
機能を有する者の配置や協議体の設置を行い、多様な
地域資源を活用しながら、サービス・支援の創出や、担い
手の養成や、活動する場の確保、関係者間の情報共有
や、連携の体制づくり、支援のニーズと取組のマッチング
などを通じて、生活支援・介護予防にかかるサービスの基
盤整備を行います。

高齢者支援課

引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

平成28年度から訪問型介護予防事業を再編し、実施し
ています。
指定事業所による介護予防訪問介護相当のサービス
提供（延べ7,112件）、小平市独自基準のサービス提供
（延べ408件）、委託事業所による短期集中のサービス
提供（利用実人数2人）を行いました。

引き続き事業を実施します。
訪問型サービスＤについては、引
き続き検討を行います。

既存の事業の見直しの要否を含め、検討を行いまし
た。

既存の事業の見直しの要否を含
め、引き続き検討を行います。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

基幹型地域包括支援センターに第1層生活支援コー
ディネーター１人及び地域包括支援センターに第2層
生活支援コーディネーター9人を配置し、市全域の地
域の支援に関するあり方の検討や地域資源の把握な
どを行う、生活支援体制整備協議会の設置及び運営を
行いました。また、小平独自基準型サービスの担い手
を養成する、生活サポーター養成講座（受講者58人）を
実施しました。
第1層生活支援体制整備協議会開催4回
総合事業研究会・第2層生活支援コーディネーター連
絡会開催24回
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　（4） 見守り体制の充実

①
介護予防見守りボラン
ティア事業【重点事
業】（再掲）

見守りボランティア登録をされた高齢者が、地域包括支援
センターと連携しながら、地域のさりげない見守り活動を
行い、この活動を通して、地域の見守り体制を強化すると
ともに、ボランティアとして活動する高齢者の介護予防を
推進します。
【平成29年度末目標 介護予防見守りボランティアの
登録者数　220人】

高齢者支援課

②
見守りサポーター養成
研修事業

「高齢者等の見守りガイドブック」を活用した見守りサポー
ター養成研修を実施し、地域の見守りについての普及啓
発を図ります。

高齢者支援課

③ 高齢者見守り事業

地域包括支援センターを中心として、定期的な訪問や電
話等により高齢者の生活実態の把握に努め、支援が必要
な高齢者を早期に発見し対応できる体制をつくり安心して
自立した生活を継続できるよう支援します。

高齢者支援課

④
高齢者訪問給食サー
ビス事業（再掲）

在宅の一人暮らし高齢者等で、低栄養の予防と安否の確
認が必要な方に週４回まで（現に低栄養状態にある方に
は週７回まで）、高齢者向けの昼食または夕食を届けま
す。

高齢者支援課

⑤
高齢者緊急通報シス
テム事業（再掲）

６５歳以上の病弱で、常時注意を要する状態の一人暮ら
し高齢者・高齢者のみの世帯を対象に、ボタン１つで関係
機関へ通報され、救助が図られる機器を設置します。東
京消防庁へつながる消防型と民間事業者につながる民
間型があります。

高齢者支援課

⑥ おはようふれあい訪問
おおむね７０歳以上の一人暮らしの方を対象に、週３回、
午前中に宅配員が乳酸菌飲料を手渡し、孤独感の緩和と
見守りを行っています。

生活支援課
（社会福祉協議会実施）

⑦
見守りネットワークの整
備【重点事業】

一人暮らし高齢者や、徘徊高齢者、認知症の疑いのある
方などへの見守りの充実を図るために、地域で見守り活
動をしている方や、福祉関係者、警察署、消防署、行政の
見守り関係部署の職員などが集まって、見守りに関する情
報共有と連携調整を行う会議を開催します。

高齢者支援課

⑧
地域住民の運営によ
る交流の場との連携

地域に広がりつつある地域住民の運営による交流の場
は、高齢者とともに、さまざまな世代が知り合うことができる
場であり、高齢者の孤独感の解消や生きがいづくり、介護
予防に寄与する活動となっています。こうした取組と連携
を図り、緩やかな見守りにつなげていきます。

高齢者支援課

介護予防把握事業として実施しました。
見守り対象者数：238人

引き続き関係機関との連携を図り
ながら事業を実施します。

年間利用者数：3,184人
延べ提供数：40,627食

引き続き事業を実施します。

事業名

【消防型】
対象者数：2人
【民間型】
対象者数：100人

利用者数：98人（月平均）
年間12,261本の乳酸菌飲料を配布しました。

引き続き事業を実施します。

高齢者を主体とした交流活動の運営に係る相談支援、
情報提供、研修及び団体相互の連絡調整、サロンの開
始及び運営に係る経費の助成を行いました。
交流活動の運営補助9団体、相談支援団体27団体

引き続き事業を実施します。

平成27年度で、事業を終了しました。

高齢者等の見守りに関する協定締結団体、小平警察
署や地域包括支援センターなどの関係機関で構成す
る見守りネットワーク会議を実施しました。

高齢者の見守りに関する協定の
締結をさらに進めます。

事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

介護予防・日常生活支援総合事業の地域介護予防活
動支援事業として実施しました。ボランティアからの通
報は32件あり、地域包括支援センターが対応しました。
登録事前研修：7月、2月
ボランティアの交流会：39回開催
延べ参加者数：819人（合同交流会含む）
【平成29年度末目標  介護予防見守りボランティアの
登録者数　332人】

交流会において、見守り活動のレ
ベルアップのための研修を実施
します。

引き続き事業を実施します。
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　（5） 権利擁護システムの充実

①
高齢者虐待の早期発
見・防止

高齢者虐待防止に向けて、地域包括支援センター、小平
市を中心に福祉サービス事業者、社会福祉協議会、警察
署等の関係機関の連携を強化し、高齢者虐待の早期発
見・防止に努めていきます。
また、高齢者虐待に関する正しい知識や理解が進むよう、
パンフレット配布等の啓発活動を充実させます。

高齢者支援課

②
高齢者緊急一時保護
事業

養護者から虐待を受けている高齢者や、養護者の急な不
在等により在宅での介護が困難になった高齢者を介護保
険施設等に一時的に保護する事業を行います。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

相談件数：30件 引き続き早期発見・防止に努めま
す。

延べ利用人数：5人
延べ利用日数：118日

引き続き事業を実施し、緊急時の
対応に努めます。
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3 介護サービスの充実

　（1） 多様なサービス基盤の整備

　　１　地域密着型サービスの整備

①
定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

平成２４年度に制度化されたサービスで、要介護高齢者
の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護
と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型
訪問と、緊急時などの随時対応・随時訪問を行います。
【平成29年度末整備目標 2～3か所】

高齢者支援課

② 夜間対応型訪問介護
在宅での生活を継続できるように、夜間に定期的に巡回
して行う訪問介護と、通報を受けて対応する訪問介護を
組み合わせたサービスです。

高齢者支援課

③
認知症対応型通所介
護（認知症デイサービ
ス）

認知症の方が、通所施設に通って、日常生活上の支援や
生活機能訓練を受けます。

高齢者支援課

④
小規模多機能型居宅
介護

「通い」を中心に、利用者の状態や希望、家族の事情など
に応じて、「訪問」や「泊まり」を柔軟に組み合わせて利用
できるサービスです。

高齢者支援課

⑤
看護小規模多機能型
居宅介護（複合型
サービス）

平成２４年度に制度化された、小規模多機能型居宅介護
と訪問看護を組み合わせたサービスで、医療ニーズが高
い中重度の要介護者の地域生活を支え、退院直後の在
宅サービスへのスムーズな移行や家族介護者等の負担
軽減を図る上で有効なサービスです。

高齢者支援課

⑥
認知症対応型共同生
活介護（認知症高齢
者グループホーム）

認知症の方が、食事や入浴などの日常生活上の支援を
受けながら、尐人数のグループで生活する施設です。
【平成29年度末整備目標 9か所 153人】

高齢者支援課

⑦ 地域密着型通所介護

介護保険法の改正により、通所介護のうち利用定員１９人
未満の小規模な事業所が、「地域密着型通所介護」として
地域密着型サービスに位置づけられます。(平成２８年４
月施行)
【平成29年度末整備目標 34か所】

高齢者支援課

　　２　特別養護老人ホーム等の整備

① 特別養護老人ホーム
認知症や寝たきりなどにより、在宅での介護が困難な方が
入所する施設です。
【平成29年度末整備目標】8か所 712人程度

高齢者支援課

協議中の案件について引き続
き、整備に向けた調整を行いま
す。

国有地を活用した施設整備の事業者が決定し、協議を
開始しました。その他複数の案件について、整備を希
望する法人と協議を行いました。
【平成29年度末施設数：7か所】
【平成29年度末定員数：612名】

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

【平成29年度末施設数：30か所】 引き続き現在の体制を維持しま
す。

平成29年度末事業所数：0か所 アンケートの結果やケアマネ
ジャーからの意見を参考としなが
ら、新規事業所の整備について
検討を行います。

平成29年度末施設数：6か所
平成29年度末定員数：72名

特別養護老人ホームの整備予定
事業者と定期巡回・随時対応型
訪問介護看護サービス整備に向
けた協議を行います。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績）

引き続き現在の体制を維持しま
す。

5月に1か所開設し、定員が18名増加しました。
【平成29年度末施設：9か所】
【平成29年度末定員数：153名】

１か所整備に向けて、公募を実施
します。

平成30年度予定

特別養護老人ホームの整備予定事業者において、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを併設する
ことが決定しました。
【平成29年度末事業所数：1か所】

平成29年度末施設数：5か所
平成29年度末定員数：136名

１か所整備に向けて、公募を実施
します。

サービスの実現可能性について検討を行いましたが、
人員体制の確保と採算面での課題があることと、既存
の小規模多機能型居宅介護のさらなる充実が優先事
項と捉え、事業者の募集等は行いませんでした。

人員体制の確保、運営における
諸課題を整理しながら、引き続き
整備の必要性について検討を行
います。
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②
介護付有料老人ホー
ム等

特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホー
ムなど、入居して、日常生活上の支援や介護を受ける施
設です。

高齢者支援課

③ 軽費老人ホーム

軽費老人ホームは、低額な料金で、居宅での生活が困難
な高齢者が入所し、食事の提供その他日常生活上必要
な支援を受ける施設で、Ａ型、Ｂ型、ケアハウス等がありま
す。
【平成29年度末整備目標 1か所】

高齢者支援課

④
短期入所生活介護
（ショートステイ）

介護老人福祉施設などに短期間入所して、身体介護や
機能訓練などを受けます。

高齢者支援課

　（2） 福祉人材の育成・支援

①
介護予防見守りボラン
ティア事業【重点事
業】（再掲）

見守りボランティア登録をされた高齢者が、地域包括支援
センターと連携しながら、地域のさりげない見守り活動を
行い、この活動を通して、地域の見守り体制を強化すると
ともに、ボランティアとして活動する高齢者の介護予防を
推進します。
【平成29年度末目標　介護予防見守りボランティアの登
録者数　220人】

高齢者支援課

②
見守りサポーター養成
研修事業（再掲）

「高齢者等の見守りガイドブック」を活用した見守りサポー
ター養成研修を実施し、地域の見守りについての普及啓
発を図ります。

高齢者支援課

③
認知症サポーター養
成講座【重点事業】

認知症について正しく理解し、認知症の方やその家族を
見守り、支援する「認知症サポーター」を養成し、認知症
になっても安心して暮らせるまちをつくるために、養成講
座の充実を図ります。
【平成27～29年度目標　認知症サポーター養成講座の
年間平均受講者数　450人】

高齢者支援課

④ ケアプラン指導研修

ケアマネジャーが、利用者のニーズ、身体状況等に対応
して適正なケアプラン（介護サービス計画）の作成をする
ために、事例検討や、情報提供、並びに、ケアプランの自
己点検を行うことで、ケアマネジメントの質の向上を図りま
す。

高齢者支援課

介護予防・日常生活支援総合事業の地域介護予防活
動支援事業として実施しました。ボランティアからの通
報は32件あり、地域包括支援センターが対応しました。
登録事前研修：7月、2月
ボランティアの交流会：39回開催
延べ参加者数：819人（合同交流会含む）
【平成29年度末目標  介護予防見守りボランティアの
登録者数　332人】

交流会において、見守り活動のレ
ベルアップのための研修を実施
します。

平成29年度末施設数：11か所
平成29年度末定員数：780名

市としての整備の意向はありませ
んが、希望する事業者に対して
は、東京都の整備可能定員数の
状況に応じて対応します。

前期より相談のあった案件について調整を行った結
果、特別養護老人ホームの整備に変更しました。
【平成29年度末施設数：0か所】

引き続き事業者との調整を行いま
す。

平成29年度末施設数：8か所
平成29年度末定員数：69名
特別養護老人ホームの協議と合わせ、併設ショートス
テイの協議を行いました。

単独型の整備希望があった場合
は、随時対応します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

講座内容の充実を図るため、養成講座の講師となる
キャラバンメイトの連絡会を実施しました。
実施回数：36回
延べ受講者数：984人
【平成27年度～29年度平均受講者数　1,175人】

引き続き事業を実施します。

実施回数：10回
延べ参加者数：460人

引き続き事業を実施します。

平成27年度で、事業を終了しました。
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　（3） サービスの質の向上と給付の適正化

　　１　サービスの質の向上

①
介護サービス事業所
連絡会の開催

市内介護サービス事業所と関係公共機関が連携及び調
整を行い、高齢者福祉サービス体制の充実を図ることを
目的として連絡会を開催します。

高齢者支援課

②
介護相談員派遣等事
業

介護相談員が施設等を訪問し、サービス利用者の不満や
疑問等に対応して改善の途を探るとともに、介護サービス
の質の向上をめざします。

高齢者支援課

③
居宅介護支援事業者
等助成事業

居宅介護支援等を受けていない要介護者等が、介護保
険制度の住宅改修を行う際に必要となる書類の作成者に
対し助成を行うことで、住宅改修の利用促進を図ります。

高齢者支援課

　　２　給付の適正化

① 給付費通知
介護保険サービスの利用者に対し、利用したサービス事
業所、サービスの種類、回数、利用者負担額、サービス費
用合計額等を通知します。

高齢者支援課

② 住宅改修訪問調査

市が調査を委託した理学療法士、建築士等が介護保険
の住宅改修の申請をした利用者宅を訪問し、利用者等や
ケアマネジャー、施工業者等の立会いのもと、家屋状況、
高齢者の身体状況等を調査し、適正な工事であることを
確認します。

高齢者支援課

③
介護サービス事業所
に対する指導・監督の
実施

介護保険法の趣旨・目的の理解を進め、介護報酬請求の
過誤や不正の防止のため介護サービス事業所を対象に
集団指導を実施します。
また、「介護保険サービスの質の確保と向上」、「尊厳の保
持」、「高齢者虐待防止法の趣旨」、適正な介護報酬請求
等を踏まえ、介護サービス事業所の所在地において実地
指導を行います。

高齢者支援課

④
要介護認定調査票の
点検

認定調査員が調査した要介護認定調査票の内容につい
て、「調査項目の定義」に合わない点や不明な箇所を当
該調査員に確認のうえ、必要に応じて修正や指導を行い
ます。

高齢者支援課

集団指導：1回
実地指導：6か所
地域密着型サービスである小規模多機能型居宅介護
への指導を中心に実施しました。

引き続き介護サービス事業所に
対する実地指導を実施します。

実施率：100% 引き続き全調査を対象に点検を
実施します。

前年度と同様の内容で実施しま
す。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

発送件数：5,441件
11月24日に通知文書を発送しました。

前年度と同様の内容で実施しま
す。

調査件数：3件 調査の必要性を判断する前の確
認作業を強化します。

助成件数：84件

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

【講演会】
開催回数：2回
参加者数：36人
【サービス別連絡会】
開催回数：17回
延べ参加者数：281人

引き続きサービス事業所との連携
に努めるとともに、サービス運営
に資する研修を開催しサービス
の質の向上を図ります。

延べ実施回数：162回
延べ面接人数：2,146人

前年度と同様の内容で実施しま
す。
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⑤ 医療情報との突合

東京都国民健康保険団体連合会からの医療給付と介護
給付との突合情報をもとに、介護サービス事業所に対して
サービス実績を確認します。誤った請求や重複請求を調
査し、過誤調整等を行います。

高齢者支援課

　（4） 介護家族の支援

① 家族介護支援事業

【家族介護教室】
高齢者を介護している家族を対象に、地域包括支援セン
ターで介護方法や要介護者の重度化予防、介護者の身
体的・精神的負担の軽減等についての知識・技術を得る
ための家族介護教室を開催します。
【認知症介護家族支援会】
認知症などの高齢者を介護する上で、同じ立場の方や介
護を経験した方との話合いを通して、思いや悩みを共有
し、心の励みとなるような場を提供することで、家族を支援
します。
【徘徊高齢者家族支援事業】
徘徊等の恐れのある高齢者に発信器を身につけてもらう
ことで、行方不明になったときの早期発見・保護につなげ
ます。

高齢者支援課

②
認知症高齢者や家族
の交流の場

認知症高齢者や家族などが集う交流の場を提供し、認知
症高齢者とその家族、地域住民、専門職が集い、認知症
の高齢者を支えるつながりを支援し、認知症高齢者の家
族の介護負担の軽減などを図ります。

高齢者支援課

【家族介護教室】
開催回数：15回
参加者数：262人
【徘徊高齢者家族支援事業】
位置探知システム助成：15件
ＱＲコード付シール支給：13件

引き続き事業を実施します。

【認知症カフェ（オレンジカフェ）】
開催回数：63回
参加者数：1,016人

引き続き事業を実施します。

実績確認件数：38件 東京都国民健康保険団体連合
会と連携を図りながら、引き続き
実績確認を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定
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4 医療との連携強化

　（1） 介護と医療の連携の推進

①
介護・医療連携推進
事業【重点事業】

【介護・医療連携推進協議会】
小平市医師会を中心に、歯科医師会、薬剤師会、主任ケ
アマネジャー、基幹型地域包括支援センター、在宅医療
連携調整窓口職員で構成している協議会では、在宅医
療・介護連携の取組や、事業実施状況の報告、課題や改
善策等についての協議を行います。
【在宅医療連携調整窓口】
病院から在宅医療への円滑な移行や、安定した在宅療
養生活の継続のために、ケアマネジャーや地域包括支援
センター職員、病院職員からの相談を受け、在宅医や訪
問看護師等の紹介や関係者間調整を行う在宅医療連携
窓口を設置しています。
【在宅医療・介護関係者の研修】
地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じて、
多職種連携のあり方を学びます。また、介護職種を対象と
した医療関連のテーマの研修会を開催します。

高齢者支援課

②
地域の医療・介護
サービスの資源把握

地域の医療機関の分布、医療機能を把握し、地図又はリ
スト化します。
さらに、連携に有用な項目（在宅医療の取組状況、医師
の相談対応が可能な日時等）を調査した結果を、関係者
間で共有し、市民にも公表します。

高齢者支援課

③
在宅医療やかかりつ
け医に関する地域住
民への普及啓発

地域住民を対象にしたシンポジウムの開催や、パンフレッ
ト、チラシ、市報、市ホームページ等を活用し、在宅医療・
介護サービスやかかりつけ医に関する普及啓発を行いま
す。

高齢者支援課

④
定期巡回・随時対応
型訪問介護看護（再
掲）

平成２４年度に制度化されたサービスで、要介護高齢者
の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護
と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型
訪問と、緊急時などの随時対応・随時訪問を行います。
【平成29年度末整備目標 2～3か所】

高齢者支援課

⑤
看護小規模多機能型
居宅介護（複合型
サービス）（再掲）

平成２４年度に制度化された、小規模多機能型居宅介護
と訪問看護を組み合わせたサービスで、医療ニーズが高
い中重度の要介護者の地域生活を支え、退院直後の在
宅サービスへのスムーズな移行や家族介護者等の負担
軽減を図る上で有効なサービスです。

高齢者支援課

【介護・医療連携推進協議会】
開催回数：7回
【在宅医療連携調整窓口】
相談件数：5件
【在宅医療・介護関係者の研修】
開催回数：7回

引き続き事業を実施します。
在宅医療介護連携調整窓口を高
齢者支援課に移転します。

医療機関にアンケート調査を行い、同意のあった医療
機関のリスト、マップ等を作成し、こだいら健康ガイドに
掲載しました。

在宅医療介護連携調整窓口の
資料とするため、診療所に対し、
在宅医療の取組状況について調
査予定です。

連携推進協議会主催の市民向け講演会等を実施しま
した。また、こだいら健康ガイドに、在宅医療機関の探
し方を掲載しました。
開催回数：3回

引き続き事業を実施します。

特別養護老人ホームの整備予定事業者において、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスを併設する
ことが決定しました。
【平成29年度末事業所数：1か所】

特別養護老人ホームの整備予定
事業者と定期巡回・随時対応型
訪問介護看護サービス整備に向
けた協議を行います。

サービスの実現可能性について検討を行いましたが、
人員体制の確保と採算面での課題があることと、既存
の小規模多機能型居宅介護のさらなる充実が優先事
項と捉え、事業者の募集等は行いませんでした。

人員体制の確保、運営における
諸課題を整理しながら、引き続き
整備の必要性について検討を行
います。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定
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　（2） 認知症施策における医療との連携

①
認知症早期発見・早
期診断推進事業【重
点事業】

認知症の早期発見、早期予防を図るために、認知症疾患
医療センターの山田病院と連携し、認知症支援コーディ
ネーターを地域包括支援センターに設置して、認知症の
疑いのある方を把握・訪問し、状態に応じて適切な医療・
介護サービス等につなげる等の取組を進めます。

高齢者支援課

②
もの忘れ相談医の周
知（再掲）

認知症の早期発見、早期予防を図るために、「もの忘れ
相談医一覧」を小平市医師会の協力により作成し、高齢
者のしおり等で周知を図っています。

高齢者支援課

③ 認知症相談会（再掲）
認知症の早期発見・早期対応、認知症の高齢者とその家
族を支援するため、認知症の診療に携わる医師による認
知症相談会を実施します。

高齢者支援課

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

相談件数：27件
延べ相談件数：455件
アウトリーチ訪問延べ件数：2件
認知症の疑いのある方への定期的な訪問、医療機関
への受診の同行等細やかな対応を行いました。
認知症コーディネータを認知症地域支援推進員として
配置変更しました。

認知症初期集中支援チームを４
月に設置します。

高齢者のしおり・認知症ガイドブック掲載医療機関数：
37

引き続き情報提供に努めます。

地域型認知症疾患医療センターである国立精神・神経
医療研究センター病院の医師の参加により、地域包括
支援センターにおいて実施しました。
開催回数：5回
相談人数：13人

引き続き事業を実施します。
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5 住まいの確保

　（1） 高齢者向け住宅

①
高齢者住宅（シルバー
ピア）の運営

住宅に困窮する高齢者が、住み慣れた地域の中で安心
して暮らすことができるよう、高齢者に配慮した設備と生活
協力員を配置した高齢者住宅（シルバーピア）を運営しま
す。

高齢者支援課

②
サービス付き高齢者
向け住宅などの周知

高齢者が、いつまでも安心して住み続けることのできる住
まいの充実を図るため、医療・介護と連携した住まいの供
給に向けて、サービス付き高齢者向け住宅の整備や、低
所得者向け住宅などの確保について、情報収集に努める
とともに、各種制度の普及を図ります。

高齢者支援課

　（2） 高齢者向け施設

①
特別養護老人ホーム
（再掲）

認知症や寝たきりなどにより、在宅での介護が困難な方が
入所する施設です。
【平成29年度末整備目標】8か所 712人程度

高齢者支援課

②
介護付有料老人ホー
ム等（再掲）

特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホー
ムなど、入居して、日常生活上の支援や介護を受ける施
設です。

高齢者支援課

③
軽費老人ホーム（再
掲）

軽費老人ホームは、低額な料金で、居宅での生活が困難
な高齢者が入所し、食事の提供その他日常生活上必要
な支援を受ける施設で、Ａ型、Ｂ型、ケアハウス等がありま
す。
【平成29年度末整備目標】1か所

高齢者支援課

④

認知症対応型共同生
活介護（認知症高齢
者グループホーム）
（再掲）

認知症の方が、食事や入浴などの日常生活上の支援を
受けながら、尐人数のグループで生活する施設です。
【平成29年度末整備目標 9か所 153人】

高齢者支援課

国有地を活用した施設整備の事業者が決定し、協議を
開始しました。その他複数の案件について、整備を希
望する法人と協議を行いました。
【平成29年度末施設数】：7か所
【平成29年度末定員数】：612名

協議中の案件について引き続
き、整備に向けた調整を行いま
す。

平成29年度末施設数：11か所
平成29年度末定員数：780名

市としての整備の意向はありませ
んが、希望する事業者に対して
は、東京都の整備可能定員数の
状況に応じて対応します。

前期より相談のあった案件について調整を行った結
果、特別養護老人ホームの整備に変更しました。
【平成29年度末施設数】：0か所

引き続き事業者との調整を行いま
す。

5月に1か所開設し、定員が18名増加しました。
【平成29年度末施設】：9か所
【平成29年度末定員数】：153名

１か所整備に向けて、公募を実施
します。

【民間借上（２棟）】
単身用：38戸
12月に入居者の募集を実施しました。
【都営住宅（１１棟）】
単身用：217戸
2人世帯用：52戸
8月、2月に入居者の募集を実施ましした。
5月より生活協力員が1人欠員となっています。

引き続き生活協力員とともに適正
な運営に努めます。

東京都が実施している「東京シニア円滑入居賃貸住宅
情報登録・閲覧制度」、「あんしん居住制度」について、
市で発行する「高齢者のしおり」に掲載し、情報の周知
を図りました。

高齢者居住支援事業及び高齢
者家賃保証料助成事業を実施し
ます。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定
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第２　介護保険事業の実績

１　介護保険被保険者数

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

第1号被保険者 43,004 人 43,051 人 0.1 43,621 人 43,805 人 0.4

21,128 人 21,107 人 △ 0.1 21,093 人 21,173 人 0.4

21,876 人 21,944 人 0.3 22,528 人 22,632 人 0.5

64,212 人 64,567 人 0.6 64,737 人 65,417 人 1.1

２  要介護等認定者数

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

1,349 人 1,251 人 △ 7.3 1,489 人 1,429 人 △ 4.0

1,346 人 1,247 人 △ 7.4 1,453 人 1,308 人 △ 10.0

1,716 人 1,551 人 △ 9.6 1,881 人 1,740 人 △ 7.5

1,486 人 1,374 人 △ 7.5 1,574 人 1,365 人 △ 13.3

877 人 959 人 9.4 907 人 909 人 0.2

918 人 939 人 2.3 923 人 1,002 人 8.6

817 人 719 人 △ 12.0 841 人 725 人 △ 13.8

8,509 人 8,040 人 △ 5.5 9,068 人 8,478 人 △ 6.5合計

要支援１

要支援２

要介護１

要介護３

要介護４

要介護５

要介護２

第2号被保険者
（40～64歳）

65～74歳

75歳以上

（基準は、各年10月1日現在）

平成28年度 平成29年度

平成28年度 平成29年度
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３　居宅サービス

（1） 介護サービス（要介護１～５の方が利用）

計画値 実績値
対計画比

増減率(％)
計画値 実績値

対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比

増減率(％)
計画値 実績値

対計画比
増減率(％)

1,245 人 1,195 人 △ 4.0 1,304 人 1,226 人 △ 6.0

22,649 回 21,994 回 △ 2.9 24,000 回 23,201 回 △ 3.3

129 人 105 人 △ 18.6 129 人 106 人 △ 17.8 1 人 1 人 0.0 1 人 1 人 0.0

663 回 508 回 △ 23.4 661 回 534 回 △ 19.2 4 回 4 回 0.0 4 回 4 回 0.0

664 人 606 人 △ 8.7 743 人 670 人 △ 9.8 61 人 82 人 34.4 63 人 104 人 65.1

4,581 回 4,561 回 △ 0.4 5,136 回 5,490 回 6.9 346 回 519 回 50.0 362 回 657 回 81.5

131 人 152 人 16.0 131 人 165 人 26.0 47 人 29 人 △ 38.3 58 人 34 人 △ 41.4

1,501 回 1,590 回 5.9 1,565 回 1,829 回 16.9 506 回 233 回 △ 54.0 664 回 287 回 △ 56.8

⑤居宅療養管理指導 1,109 人 1,042 人 △ 6.0 1,239 人 1,198 人 △ 3.3
⑤介護予防居宅療養管理
  指導

96 人 87 人 △ 9.4 104 人 106 人 1.9

1,231 人 1,333 人 8.3 1,372 人 1,366 人 △ 0.4

13,019 回 13,563 回 4.2 15,101 回 13,796 回 △ 8.6

291 人 256 人 △ 12.0 315 人 266 人 △ 15.6

2,132 回 1,946 回 △ 8.7 2,288 回 2,022 回 △ 11.6

402 人 294 人 △ 26.9 441 人 292 人 △ 33.8 6 人 6 人 0.0 5 人 5 人 0.0

3,487 日 2,300 日 △ 34.0 3,875 日 2,257 日 △ 41.8 26 日 41 日 57.7 19 日 22 日 15.8

26 人 28 人 7.7 26 人 36 人 38.5 1 人 1 人 0.0 1 人 2 人 100.0

186 日 199 日 7.0 182 日 249 日 36.8 5 日 7 日 40.0 5 日 7 日 40.0

⑩特定施設入居者生活介護 460 人 460 人 0.0 480 人 508 人 5.8
⑩介護予防特定施設入居者
  生活介護

77 人 70 人 △ 9.1 80 人 79 人 △ 1.3

⑪福祉用具貸与 1,881 人 1,893 人 0.6 1,978 人 1,987 人 0.5 ⑪介護予防福祉用具貸与 560 人 548 人 △ 2.1 641 人 607 人 △ 5.3

⑫特定福祉用具購入 43 人 37 人 △ 14.0 45 人 40 人 △ 11.1
⑫特定介護予防福祉用具
  購入

17 人 12 人 △ 29.4 19 人 14 人 △ 26.3

⑬住宅改修 29 人 27 人 △ 6.9 30 人 24 人 △ 20.0 ⑬介護予防住宅改修 23 人 14 人 △ 39.1 25 人 16 人 △ 36.0

⑭居宅介護支援 3,292 人 2,879 人 △ 12.5 3,505 人 2,970 人 △ 15.3 ⑭介護予防支援 1,161 人 1,011 人 △ 12.9 761 人 748 人 △ 1.7

⑧介護予防短期入所生活
  介護

平成28年度 平成29年度

⑨短期入所療養介護
⑨介護予防短期入所療養
  介護

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

45.683 人57 人

①訪問介護 ①介護予防訪問介護

②訪問入浴介護 ②介護予防訪問入浴介護

⑥通所介護

④訪問リハビリテーション
④介護予防訪問リハビリ
  テーション

③訪問看護 ③介護予防訪問看護

⑥介護予防通所介護

⑦介護予防通所リハビリ
  テーション

月平均の利用人数及び利用回（日）数
（2） 介護予防サービス（要支援１・２の方が利用）

296 人

432 人

57 人

平成28年度

358 人

21.169 人

△ 17.3

月平均の利用人数及び利用回（日）数

△ 23.1332 人 6 人

5 人―

―

平成29年度

―

―
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（1） 介護サービス（要介護１～５の方が利用）

計画値 実績値
対計画比

増減率(％)
計画値 実績値

対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比

増減率(％)
計画値 実績値

対計画比
増減率(％)

0 人 0 人 ― 0 人 0 人 ―

1 回 0 回 △ 100.0 1 回 0 回 △ 100.0

②認知症対応型共同生活
  介護

149 人 140 人 △ 6.0 156 人 143 人 △ 8.3
②介護予防小規模多機能型
  居宅介護

10 人 9 人 △ 10.0 10 人 12 人 20.0

112 人 106 人 △ 5.4 112 人 101 人 △ 9.8

1,138 回 1,100 回 △ 3.3 1,132 回 1,093 回 △ 3.4

④小規模多機能型居宅介護 105 人 96 人 △ 8.6 105 人 94 人 △ 10.5

⑤夜間対応型訪問介護 37 人 0 人 △ 100.0 37 人 0 人 △ 100.0

⑥定期巡回・随時対応型
  訪問介護看護

43 人 7 人 △ 83.7 72 人 8 人 △ 88.9

⑦看護小規模多機能型
　居宅介護

― ― ― ― ― ―

648 人 500 人 △ 22.8 722 人 466 人 △ 35.5

6,847 回 4,475 回 △ 34.6 7,942 回 4,273 回 △ 46.2

５　施設サービス

計画値 実績値
対計画比

増減率(％)
計画値 実績値

対計画比
増減率(％)

①介護老人福祉施設 697 人 691 人 △ 0.9 755 人 679 人 △ 10.1

②介護老人保健施設 390 人 317 人 △ 18.7 414 人 325 人 △ 21.5

③介護療養型医療施設 68 人 73 人 7.4 68 人 66 人 △ 2.9

⑧地域密着型通所介護

0 人

月平均の利用人数

③介護予防認知症対応型
  共同生活介護

（2） 介護予防サービス（要支援１・２の方が利用）

①介護予防認知症対応型
  通所介護

③認知症対応型通所介護

平成28年度平成29年度平成28年度

４　地域密着型サービス

①地域密着型介護老人福
  祉施設入所者生活介護

平成29年度

0 人 ―0 人 ― 0 人

△ 2.049 人 48 人 △ 2.0 49 人 48 人

月平均の利用人数及び利用回（日）数 月平均の利用人数及び利用回（日）数

※「0人」、「0回」と表記している場合でも、小数点以下の数が存在する場合がある。

※計画値及び実績値には小数点以下の端数が存在するため、上記の表の数値で計算した増減率と一致し
ない場合がある。

平成28年度 平成29年度
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６　低所得者への配慮

①

介護保険サービス提
供事業者による生計
困難者に対する利用
者負担軽減事業（国・
都制度）

市民税非課税世帯で収入及び預貯金額等が
一定の要件に該当する方について、介護保険
サービス利用料の軽減を図ります。軽減される
費用は、介護費・食費・居住費（滞在費）の自
己負担額の一部です。

高齢者支援課

②
生計困難者に対する
介護保険料減免事業
（市単独事業）

市民税非課税世帯で収入及び預貯金額等が
小平市の定める要件に該当する方について、
介護保険料の負担の軽減を図ります。

高齢者支援課

③
通所介護等利用者助
成事業（市単独事業）

介護保険の通所介護等サービスの利用者で市
民税非課税世帯に該当する方について、サー
ビス利用の促進を図るため、食費の一部を助
成します。

高齢者支援課

減免人数：26人 引き続き事業を実施します。

受給者数：1,115人 引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（平成29年度実績） 平成30年度予定

対象事業者数：14事業者
認定証交付者：16人

引き続き事業を実施します。
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